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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すと

おり，防波壁（波返重力擁壁）が地震後の繰返しの来襲を想定した津波荷重，余震，漂流

物の衝突，風及び積雪を考慮した荷重に対し，施設・地盤の構造健全性を保持すること，

十分な支持性能を有する地盤に設置していること及び主要な構造体の境界部に設置する

部材が有意な漏えいを生じない変形にとどまることを確認するものである。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

防波壁（波返重力擁壁）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 防波壁（波返重力擁壁）の位置図 
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2.2 構造概要 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 に，止水目地の

配置位置図を図 2－4 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は，入力津波高さ（EL 11.9m）に対して余裕を考慮した天端

高さ（EL 15.0m）とする。 

防波壁（波返重力擁壁）は，岩盤，又はマンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）

を介して岩盤若しくは改良地盤に支持される鉄筋コンクリート造のケーソン及び重力

擁壁から構成されるケーソン設置部と，鉄筋コンクリート造の重力擁壁が岩盤に直接支

持される岩盤直接支持部に分類される。重力擁壁及び前壁の背面に中詰コンクリートが

充填されていないケーソンの海側には，鉄筋コンクリート版により構成された漂流物対

策工（以下「漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）という。」）を設置し，重力擁壁の

陸側の境界部には，試験等により止水性を確認した止水目地を設置する。 

なお，構造概要図にはグラウンドアンカを示しているが，その効果を期待しない設計

とする。 
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図 2－2(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図（鳥瞰図） 

 

 

 

 

図 2－2(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図（断面図）  
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注記＊：防波壁（波返重力擁壁）は，グラウンドアンカの効果を期待しない設計とする。
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（単位：mm）      

 

図 2－3(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（ケーソン設置部） 

 

 

（単位：mm）     

 

図 2－3(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（ケーソン設置部）  
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海 ← → 陸

（単位：mm）      

 

図 2－3(3) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（岩盤直接支持部） 

 

 

 

（単位：mm）     

 

断面図 

 

 

 

 

 

平面図（Ａ－Ａ断面） 

図 2－3(4) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（岩盤直接支持部）  

海 ← → 陸

ＡＡ
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2.3 評価方針 

防波壁（波返重力擁壁）はＳクラス施設である津波防護施設に分類される。 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」

において設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて実施する。強度

評価では，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件

を用いて評価し，「5. 評価結果」より，防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位の発

生応力度，すべり安全率及び発生変位量が許容限界を満足することを確認し，「6. 漂

流物対策工」より，防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工（鉄筋コンクリー

ト版）の発生応力が許容限界を満足することを確認する。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波に伴う荷重

作用時（以下「津波時」という。）及び津波と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」

という。）の作用方向や伝達過程を考慮した評価対象部位を設定し，表 2－3 の防波壁

（波返重力擁壁）の評価項目に示すとおり，施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持

性能評価及び施設の変形性評価を行うことにより，構造強度を有すること及び止水性を

損なわないことを確認する。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価フローを図 2－5 に示す。 
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表 2－1(1) 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

重力擁壁 
・止水目地及び漂流物対策工

を支持する。 

・止水目地及び漂流物対策工

を支持するとともに，遮水性

を保持する。 

止水目地 
・重力擁壁間の変位に追従す

る。 

・重力擁壁間の変位に追従し，

遮水性を保持する。 

ケ－ソン 
・重力擁壁及び漂流物対策工

を支持する。 

・重力擁壁及び漂流物対策工

を支持するとともに，遮水性

を保持する。 

放水路 

ケーソン 

頂版 

底版 

側壁 

・重力擁壁を支持する。 
・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。 

隔壁 ・重力擁壁を支持する。 ・重力擁壁を支持する。 

Ｈ形鋼 ・重力擁壁を支持する。 ・重力擁壁を支持する。 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリー

ト版） 

・役割に期待しない（解析モ

デルに重量として考慮し，防

波壁（波返重力擁壁）への影響

を考慮する）。 

・漂流物衝突荷重を分散して

防波壁（波返重力擁壁）に伝

達する。 

・漂流物衝突荷重による防波

壁（波返重力擁壁）の局所的

な損傷を防止する。 

地
盤 

ＭＭＲ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。 

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。 

・難透水性を保持する。 

改良地盤⑥ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。 

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。 

・難透水性を保持する。 

岩盤 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。 

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。 
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表 2－1(2) 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

地
盤 

埋戻土， 

砂礫層 

・役割に期待しない（解析モ

デルに反映し，防波壁（波返

重力擁壁）への相互作用を

考慮する）。 

・防波壁（波返重力擁壁）より

陸側については，津波荷重に

対して地盤反力として寄与

する。 

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。 
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表 2－2(1) 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

鉛直支持 すべり安定性 耐震性 
耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施 

設 

重力擁壁 

－ － 

構造部材の健全性を保

持するために，重力擁壁

がおおむね弾性状態に

とどまること。 

止水目地の支持機能を喪

失して重力擁壁間から有

意な漏えいを生じないた

めに，重力擁壁がおおむね

弾性状態にとどまること。 

止水目地 

重力擁壁間から有意な

漏えいを生じないため

に，止水目地の変形性能

を保持すること。 

重力擁壁間から有意な漏

えいを生じないために，止

水目地の変形・遮水性能を

保持すること。 

ケ－ソン 

構造部材の健全性を保

持するために，ケ－ソン

がおおむね弾性状態に

とどまること。 

構造部材の健全性を保持

し，有意な漏えいを生じな

いために，ケ－ソンがおお

むね弾性状態にとどまる

こと。 

放
水
路
ケ
ー
ソ
ン 

頂版 

底版 

側壁 

構造部材の健全性を保

持するために，ケ－ソン

がおおむね弾性状態に

とどまること。 

構造部材の健全性を保持

し，有意な漏えいを生じな

いために，ケ－ソンがおお

むね弾性状態にとどまる

こと。 

隔壁 構造強度を有すること。 構造強度を有すること。 

Ｈ形鋼 

構造部材の健全性を保

持するために，Ｈ形鋼が

おおむね弾性状態にと

どまること。 

構造部材の健全性を保持

するために，Ｈ形鋼がおお

むね弾性状態にとどまる

こと。 

漂流物対策工 

(鉄筋コンク

リート版） 

－ － 

防波壁（波返重力擁壁）

から分離しないために，

漂流物対策工がおおむ

ね弾性状態にとどまる

こと。 

漂流物衝突荷重を分散し

て，防波壁（波返重力擁壁）

に伝達するために，鉄筋コ

ンクリート版がおおむね

弾性状態にとどまること。 
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表 2－2(2) 防波壁（波返重力擁壁）の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

鉛直支持 すべり安定性 耐震性 
耐津波性 

（透水性，難透水性） 

地 

盤 

ＭＭＲ 

ケ－ソン及び重力擁

壁を鉛直支持するた

め，十分な支持力を

保持すること。 

基礎地盤のすべり安

定性を確保するた

め，十分なすべり安

全性を保持するこ

と。 

－ 

地盤中からの回り込みに

よる流入を防止（難透水性

を保持）するため，ＭＭＲ

及び改良地盤⑥が破壊し

ないこと（内的安定を保

持）。 

改良地盤⑥ 

岩盤 － 
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表 2－3(1) 防波壁(波返重力擁壁)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 
発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）が許容限界以下であることを確認 
短期許容応力度 

ケ－ソン 
発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）が許容限界以下であることを確認 
短期許容応力度 

放水路 

ケーソン 

頂版 

底版 

側壁 

発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

隔壁 

発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）又はひずみが許容限界以下である

ことを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

許容ひずみ 

Ｈ形鋼 
発生する応力（せん断力）が許容限界以

下であることを確認 
短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

漂流物対策工（鉄筋

コンクリート版） 

発生する応力（押抜きせん断力，アンカ

ーボルトの引張力及びせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力（接地圧）が許容限界以下

であることを確認 

極限支持力度＊ 

支圧強度 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 
発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）が許容限界以下であることを確認 
短期許容応力度 

ケ－ソン 
発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

放水路 

ケーソン 

頂版 

底版 

側壁 

発生する応力（曲げ応力及びせん断応

力）が許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力（せん断力）が許容限界以

下であることを確認 
短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。  
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表 2－3(2) 防波壁(波返重力擁壁)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

止水性を損

なわないこ

と 

施設・地盤

の健全性 
改良地盤⑥ 

すべり破壊しないこと（内的安定を保

持）を確認 

すべり安全率 

1.2以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力度（接地圧）が許容限界以

下であることを確認 

極限支持力度＊ 

支圧強度 

施設の 

変形性 
止水目地 

発生変位量が許容限界以下であること

を確認 

有意な漏えいが生じ

ないことを確認した

変位量 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－5 防波壁（波返重力擁壁）の強度評価の検討フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元有限要素法モデル
及び諸元の設定

常時応力解析

照査時刻の選定

津波，重畳時荷重の算定

３次元構造解析

施設（ケーソン）の健全性評価

３次元構造解析モデル
及び諸元の設定

施設（ケーソン）の応答値算定

弾性設計用地震動Ｓd－Ｄ

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

施設（重力擁壁，Ｈ形鋼）
・地盤の健全性評価

基礎地盤の支持性能評価
施設（止水目地）

の変形性評価

施設（重力擁壁，Ｈ形鋼）
・地盤の応答値算定

変位量の算定接地圧の算定

評価終了

２次元動的有限要素法 ２次元静的有限要素法

重畳時 津波時

許容限界の設定
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編](（社）土木学会，2002 年制定） 

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年

3 月） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月一部改訂） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987(（社）日本電気協会） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ－，平成 19 年 3 月） 

・建築基準法・同施行令 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

強度評価に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1(1) 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐ kN/m2 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 

Ｐt kN/m2 遡上津波荷重 

ＫＳd － 余震荷重 

Ｐc kN/m 衝突荷重 

Ｐk kN/m2 風荷重 

Ｐs kN/m2 積雪荷重 

γｗ kN/m3 海水の単位体積重量 

ρ t/m3 海水の密度 

σca N/mm2 コンクリートの許容曲げ圧縮応力度 

τa1 N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度（面外） 

σsa N/mm2 鉄筋の許容曲げ引張応力度 

τ1 N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度(面内) 

ftk N/mm2 コンクリートの引張強度 

τＨa N/mm2 Ｈ形鋼の許容せん断応力度 

δ mm 最大変位量 

δx mm x 方向（法線直交方向）の変位量 

δy mm y 方向（法線方向）の変位量 

δz mm z 方向（深度方向）の変位量 

δx(T) mm x 方向（法線直交方向）の重畳時の最大相対変位量 

δy(T) mm y 方向（法線方向）の地震時の最大相対変位量 

δz(T) mm z 方向（深度方向）の重畳時の最大相対変位量 

δx1 mm x 方向（法線直交方向）の津波時の最大相対変位量 

δz1 mm z 方向（深度方向）の津波時の最大相対変位量 

Ｒd N/mm2 最大接地圧 

Ｒu N/mm2 極限支持力度 

ｆ ’a N/mm2 支圧強度 
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表 3－1(2) 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｍ kN・m コンクリートに発生する曲げモーメント 

Ｎ kN コンクリートに発生する軸力 

Ｑ kN コンクリートに発生するせん断力 

ＱＨ kN Ｈ形鋼に発生するせん断力 

σc N/mm2 コンクリートに発生する曲げ圧縮応力度 

σs N/mm2 鉄筋又はコンクリートに発生する曲げ引張応力度 

τc N/mm2 コンクリートに発生するせん断応力度 

τＨ N/mm2 Ｈ形鋼に発生するせん断応力度 
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3.2 評価対象断面及び部位 

3.2.1 評価対象断面 

防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面は，防波壁（波返重力擁壁）の構造上の

特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面

位置図を図 3－1 に，縦断面図を図 3－2 に，防波壁（波返重力擁壁）の各区分にお

ける横断面図を図 3－3～図 3－8 に示す。以下の理由から，②－②断面，③－③断

面，④－④断面，⑤－⑤断面及び⑦－⑦断面を評価対象断面として選定する。 

 

・②－②断面は，支持構造がケ－ソンとなる断面のうち，ケ－ソン高さに対するケ

－ソン幅が狭く，地表面から岩盤上面までの深さが最も深いことに加え，ケ－ソ

ン直下に改良地盤⑥が配置されているため，評価対象断面として選定した。 

・③－③断面は，開口部（放水路）を有するケーソンが設置されているため，評価

対象断面として選定した。 

・④－④断面は，地表面高さが最も高いため，評価対象断面として選定した。 

・⑤－⑤断面は，重力擁壁が岩盤上に直接設置され，支持構造がＨ形鋼であり，重

力擁壁の天端幅及び下端幅が狭いため，評価対象断面として選定した。 

・⑦－⑦断面は④－④断面に直交する縦断方向の断面である。④－④断面位置にお

ける縦断方向の止水目地の変位量を求めるため，変形性評価の評価対象断面に選

定した。 

 

評価対象断面における構造図を図 3－9～図 3－12 に，防波壁（波返重力擁壁）の

概略配筋図を図 3－13～図 3－16 に示す 
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図 3－3 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（①－①断面） 

 

 

図 3－4 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（②－②断面） 
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図 3－5 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（③－③断面） 

 

 

 

 

 

図 3－6 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（④－④断面） 
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図 3－7 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（⑤－⑤断面） 

 

 

図 3－8 防波壁（波返重力擁壁）の横断面図（⑥－⑥断面） 
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図 3－9(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（②－②断面）（正面図） 

 

 

 

図 3－9(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（②－②断面）（断面図） 

  

（単位：mm） 

（単位：mm） 



 

26 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

 

図 3－10(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（③－③断面）（正面図） 

 

 

図 3－10(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（③－③断面）（断面図） 
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図 3－11(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（④－④断面）（正面図） 

 

 

図 3－11(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（④－④断面）（断面図） 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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図 3－12(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（⑤－⑤断面）（正面図） 

 

 

図 3－12(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（⑤－⑤断面）（断面図） 

 

 

図 3－12(3) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（⑤－⑤断面）（平面図）  

ＡＡ

（単位：mm） 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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図 3－13 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（②－②断面） 

  

（単位：mm） 



 

30 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

 

図 3－14(1) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（③－③断面） 
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図 3－14(2) 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（③－③断面，放水路ケーソン）  
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図 3－15 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（④－④断面） 

 

 

  

（単位：mm） 
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図 3－16 防波壁（波返重力擁壁）の概略配筋図（⑤－⑤断面） 

  

（単位：mm） 
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3.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は，防波壁（波返重力擁壁）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

（1）施設・地盤の健全性評価 

２次元静的有限要素法及び２次元動的有限要素法による施設・地盤の健全性評価

に係る評価対象部位は，重力擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥とする。 

３次元構造解析による施設の健全性評価に係る評価対象部位は，ケーソンとする。 

 

（2）施設の変形性評価 

２次元静的有限要素法及び２次元動的有限要素法による施設の変形性評価に係

る評価対象部位は，構造物間に設置する止水目地とする。 

 

（3）基礎地盤の支持性能評価 

２次元静的有限要素法及び２次元動的有限要素法による基礎地盤の支持性能評

価に係る評価対象部位は，防波壁（波返重力擁壁）を支持する基礎地盤（ＭＭＲ，

改良地盤⑥及び岩盤）とする。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び

荷重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.3.1 荷重 

強度評価には，以下の荷重を用いる。 

 

(1) 常時作用する荷重（Ｇ，Ｐ） 

常時作用する荷重は持続的に生じる荷重であり，固定荷重及び積載荷重とする。 

 

(2) 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

津波時においては，「日本海東縁部に想定される地震による津波（津波高さ EL 

12.6m）」を，重畳時においては，「海域活断層から想定される地震による津波（津

波高さ EL 4.9m）」を遡上津波荷重として考慮する。なお，評価対象断面のうち⑤

－⑤断面は，防波壁（波返重力擁壁）が設置される敷地高さ（EL 7.5m）が重畳時に

おける津波高さ（EL 4.9m）より高い位置に設置されるため，重畳時の評価を実施

しない。 

敷地高以上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の 3

倍で作用する水圧として算定する。 

敷地高以深については，「防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，

平成 27 年 12 月一部改訂）」に基づき，谷本式により，各施設の設置位置における

設置高さを考慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用

高さは入射津波高さの 3 倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静

水圧の 2.2 倍として算定する。 

 

(3) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる地震力及び動水圧を考慮する。 

 

(4) 衝突荷重（Ｐｃ） 

衝突荷重は，津波漂流物による衝突荷重を選定し，設定する。 

衝突荷重は表 3－2 に示すとおり，施設の延長に応じて設定する。 

衝突荷重を施設に作用させる際は，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）による

荷重分散を考慮する。 
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表 3－2 施設に作用する漂流物衝突荷重 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，「建築基準法・同施行令」に基

づき算定する。 

 

(6) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月 4

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とする。 

積雪荷重については，「松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市

規則第 234 号）」により，積雪量１cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを

考慮し設定する。 

  

評価対象断面 衝突荷重(kN/m) 

②－②断面 430 

③－③断面 450 

④－④断面 430 

⑤－⑤断面 810 
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3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。強度評価に用いる荷重の組合せは津波時及び重

畳時に区分し，荷重の作用図を図 3－17 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

津波時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｔ＋Ｐｃ＋Ｐｋ＋Ｐｓ 

重畳時 Ｇ＋Ｐ＋Ｐｔ＋ＫＳｄ＋Ｐｋ＋Ｐｓ 

Ｇ    ：固定荷重 

Ｐ    ：積載荷重 

Ｐｔ  ：遡上津波荷重 

ＫＳｄ  ：余震荷重 

Ｐｃ  ：衝突荷重 

Ｐｋ  ：風荷重 

Ｐｓ  ：積雪荷重 
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図 3－17(1) 防波壁（波返重力擁壁）の荷重作用図（津波時） 

 

 

 

図 3－17(2) 防波壁（波返重力擁壁）の荷重作用図（重畳時） 

 

  

←海 陸→

津波荷重

風荷重
積雪荷重

▽H.W.L.

漂流物衝突荷重
▽

改良地盤 砂礫 岩盤

埋戻土

EL 6.5m

EL 12.6m
EL 15.0m

積雪慣性力（余震時）

施設慣性力（余震時）

←海 陸→

津波荷重

風荷重
積雪荷重施設慣性力

（余震時）

積雪慣性力
（余震時）

動水圧
（余震時）

▽H.W.L.

▽

改良地盤 砂礫 岩盤

埋戻土

EL 6.5m
EL 4.9m

EL 15.0m
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3.4 許容限界 

許容限界は，「3.2 評価対象断面及び部位」にて設定した評価対象部位の応力や変

形の状態を考慮し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」

にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

3.4.1 重力擁壁 

重力擁壁の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土

木学会，2002 年制定）」に基づき，表 3－4 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3－4 重力擁壁の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊1 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1
＊2 0.45 0.67 

コンクリート 許容せん断応力度τa1
＊3 0.43＊4 0.64 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊1：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］ 

（（社）土木学会，2002 年制定）」より許容応力度に対して 1.5 倍

の割増を考慮する。 

＊2：④－④断面の評価に用いる。 

＊3：設計基準強度の異なるコンクリートが重力擁壁に混在している②－② 

断面及び③－③断面の評価に用いる。 

＊4：設計基準強度 21N/mm2 及び 24N/mm2 の各々の許容せん断応力度を用い， 

評価断面の面積案分により算定 
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3.4.2 ケーソン 

(1) ②－②断面及び④－④断面 

ケーソンの許容限界は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）

土木学会，2002 年制定）」及び「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６

０１-1987（(社)日本電気協会）」に基づき，表 3－5 に示す短期許容応力度とす

る。 

せん断破壊（面内）に対しては，図 3－18 に示す「原子力発電所耐震設計技術

指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)日本電気協会）」に規定されているスケルト

ンカーブの第１折点の許容せん断応力度（面内）を下回ることを許容限界とし，

（式１）に基づき設定する。 

 

表 3－5 ケーソンの許容限界 

種別 許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1 0.45 0.67 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリートの標準示方書[構造性能照査編]（（社）

土木学会，2002 年制定）」より許容応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮

する。  
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図 3－18 耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブ（τ－γ関係）と評価式 

（「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987 

(（社）日本電気協会）」に加筆） 

 

𝜏1 = √0.31√𝐹𝑐(0.31√𝐹𝑐 + 𝜎𝑣)       （式１） 

 

ここに， 

τ1：許容せん断応力度（面内）(N/mm2) 

Fc ：設計基準強度(N/mm2)  

σv：鉛直方向軸応力度(N/mm2) 
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(2) ③－③断面 

放水路ケーソンの曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊（面外）に対する許容限

界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制

定）」に基づき，表 3－6 及び表 3－7 に示す応力度及び強度とする。せん断破壊

（面内）に対する許容限界は，図 3－18 に示す「原子力発電所耐震設計技術指針

ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）」に規定されているスケルトン

カーブの第１折点の許容せん断応力度（面内）を設定する。 

 

表 3－6 放水路ケーソンの許容限界（圧縮応力度及びせん断応力度（面外）） 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度（面外）τ a1 0.45 0.67 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土

木学会，2002 年制定）」より許容応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

 

表 3－7 放水路ケーソンの許容限界（引張強度） 

種別 材料強度（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 
引張強度 ftk

＊ 1.91 

注記＊：「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）

土木学会，2002 年制定）」よりコンクリートの設計基

準強度 f’ck を用いて，算定式 0.23f’ck2/3 により算定。 
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3.4.3 Ｈ形鋼 

Ｈ形鋼の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，表 3－8 に示す短期許容応力度とする。 

 

表 3－8 Ｈ形鋼の許容限界 

種別 
許容せん断応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

Ｈ形鋼 

(SM490) 
許容せん断応力度τＨa 105 157 

注記＊：短期許容応力度は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」の許容応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮す

る。 

 

3.4.4 ＭＭＲ 

ＭＭＲの施設・地盤の健全性評価に用いる許容限界は，「耐津波設計に係る工認

審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号）」を準用し，表 3－9

のとおり許容限界を設定する。 

 

表 3－9 ＭＭＲの許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

 

3.4.5 改良地盤 

改良地盤⑥の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月

19 日原管地発第 1306196 号）」を準用し，表 3－10 のとおり許容限界を設定する。 

 

表 3－10 改良地盤⑥の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 
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3.4.6 止水目地 

止水目地（シートジョイント）の許容限界は，メーカ規格，漏水試験及び変形試

験により，有意な漏えいが生じないことを確認した変位量とする。止水目地（シー

トジョイント）の変位量に対する許容限界を表 3－11 に示す。 

 

表 3－11 止水目地（シートジョイント）の許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

変位量 1936 

 

3.4.7 基礎地盤 

基礎地盤のうち岩盤及び改良地盤⑥に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-

2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき設定する。 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造

性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づきコンクリートの支圧強度

とする。 

基礎地盤の許容限界を表 3－12 に示す。 

 

表 3－12 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 
岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

改良地盤⑥ 3.0 

支圧強度 ＭＭＲ 24.0 
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3.5 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位のうち，重力擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥

の健全性評価，止水目地の変形性評価並びに基礎地盤の支持性能評価については，２次

元静的有限要素法（有効応力解析及び全応力解析）による強度評価を行う。津波時の２

次元静的有限要素法において，②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，津波時にお

ける地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とし，

⑤－⑤断面は，地下水位以深に液状化対象層が分布しないことから，解析方法は全応力

解析とする。 

ケーソンについては，３次元構造解析により健全性評価を行う。 

 

3.5.1 津波時 

（1） ２次元有限要素法 

a. 解析方法 

津波時に発生する応力値及び変位は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づ

く荷重を作用させて２次元静的有限要素法により算定する。なお，衝突荷重は入

力津波高さ EL 11.9m に余裕を考慮した津波高さ EL 12.6m に作用させる。 

２次元静的有限要素法のうち有効応力解析に用いる解析コードは「ＦＬＩＰ」

を使用し，全応力解析に用いる解析コードは，「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。解析

コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 

b. 施設 

重力擁壁及びケーソンは，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，重力擁壁及びケーソン壁に固定して

設置することから，積載荷重として考慮する。 
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c. 解析モデル 

評価対象断面のうち②－②断面，③－③断面，④－④断面の地震応答解析モデ

ルは，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」に示した解析

モデルを用いる。 

 

(a) 解析領域 

解析領域は，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987

（(社)日本電気協会）」を参考に，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状

態に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。 

(b) 境界条件 

境界条件は，底面固定及び水平固定とする。 

(c) 構造物のモデル化 

重力擁壁は，線形の平面ひずみ要素としてモデル化する。 

ケーソンは，構造部材を線形の平面ひずみ要素でモデル化し，３次元構造解

析モデルとの変位を整合させるためのヤング係数の調整を行い，３次元構造モ

デルと等価な剛性となるようモデル化する。 

機器荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

(d) 地盤のモデル化 

イ 有効応力解析 

岩盤及びＭＭＲは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

地盤はマルチスプリング要素及び間隙水要素にてモデル化する。 

ロ 全応力解析 

岩盤及びＭＭＲは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

地盤はマルチスプリング要素にてモデル化する。 

(e) 海水のモデル化 

イ 有効応力解析 

海水は液体要素でモデル化する。なお，遡上津波荷重は別途考慮する。 

ロ 全応力解析 

海水はモデル化しない。 

(f) ジョイント要素 

津波時の施設及び地盤の接合面における剥離及びすべりを考慮するため，

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」及び

「港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」を準用

して，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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d. 使用材料及び材料の物性値 

強度評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。構造物の使用材料

を表 3－13 に，材料の物性値を表 3－14 に示す。 

 

表 3－13 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート 

重力擁壁 

（基部コンクリート） 

設計基準強度 

18.0 N/mm2 

重力擁壁 

ケーソン 

設計基準強度 

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

Ｈ形鋼 SM490 

 

表 3－14 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊1 2.5×104＊1 0.2＊1 

無筋コンクリート 22.6＊2 2.2×104＊1 0.2＊1 

注記＊1：コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編](（社）土木学会，2002 年制定） 

  ＊2：港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）） 
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e. 地盤の物性値 

地盤の物性値は,Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 

地盤のうち改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度，せん断強度及び引張強度を表 3

－15 及び表 3－16 のとおり設定する。 

 

表 3－15 改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度及び引張強度 

地盤 
残留強度 引張強度 

σt（N/mm2） c’（N/mm2） φ ’（°） 

改良地盤⑥ 0.0 48.80 436 

 

表 3－16 ＭＭＲのせん断強度及び引張強度 

地盤 
せん断強度 

τ（N/mm2） 

引張強度 

σt（N/mm2） 

ＭＭＲ 4.8 1.91 

 

f. 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位を表 3－17 に示す。 

 

表 3－17 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

防波壁（波返重力擁壁） 

（②－②断面，③－③断面，④－④断面） 
EL 8.5m＊ 

防波壁（波返重力擁壁） 

（⑤－⑤断面） 
EL 5.5m 

注記＊：地表面が 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 
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g. 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の津波時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮

が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

(a) 重力擁壁 

重力擁壁の評価は，曲げモーメント及び軸力より算定される曲げ圧縮応力度，

曲げ引張応力度並びにせん断力により算定されるせん断応力度が許容限界以

下であることを確認する。 

重力擁壁の応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。な

お，解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 

イ 曲げ照査 

コンクリート及び鉄筋の発生応力度が許容限界以下であることを確認す

る。 

ロ せん断照査 

コンクリートの発生応力度が許容限界以下であることを確認する。 

(b) Ｈ形鋼 

Ｈ形鋼の評価は，⑤－⑤断面において，擁壁下端に発生するせん断力から算

定されるせん断応力度が許容限界以下であることを確認する。 

(c) ＭＭＲ 

ＭＭＲの評価は，②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，すべり

線のすべり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定し

たすべり線上の応力状態を基に，すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力の

和で除した値を求め，最小すべり安全率を算定する。すべり安全率の算定には，

解析コード「ＣＰＯＳＴＳＫ」を使用する。なお，解析コードの検証，妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に

示す。 
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(d) 改良地盤⑥ 

改良地盤⑥の評価は，②－②断面において，改良地盤⑥を通るすべり面のす

べり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定したすべ

り面上の応力状態を基に，すべり面上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除

した値を求め，最小すべり安全率を算定する。すべり安全率の算定には，解析

コード「ＣＰＯＳＴＳＫ」を使用する。なお，解析コードの検証，妥当性確認

等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

(e) 止水目地 

止水目地の津波時の変形性評価は，津波時の変位量が許容限界以下であるこ

とを確認する。 

x 方向（法線直交方向）及び z 方向（深度方向）の変位量は，図 3－19 に示

すとおり，防波壁（波返重力擁壁）天端における相対変位量とし，保守的に最

大の変位量を２倍したものを算定する。 

y 方向（法線方向）の変位量は，主たる荷重が法線直交方向に作用する遡上

津波荷重及び衝突荷重であることから，法線方向の変位量は考慮しない。 

相対変位の抽出位置を図 3－20 に示す。 

 

x 方向（法線直交方向）の津波時の変位量 δx：δx＝|δx1|×2 

z 方向（深度方向）の津波時の変位量   δz：δz＝|δz1|×2 

 

ここで， 

δx1：x 方向（法線直交方向）の津波時の最大相対変位量 

δz1：z 方向（深度方向）の津波時の最大相対変位量 

 

法線直交方向及び深度方向の変位量を用い，下式のとおり合成方向（２方向

合成）の変位量を求め，止水目地の津波時の最大変位量とする。 

 

最大変位量δ：δ = √δ
x

2
＋δ

z

2
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図 3－19 地震時の変位の概念図 

 

 

図 3－20 相対変位量抽出位置 

 

(f) 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価は，②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－

⑤断面において，防波壁直下のＭＭＲ，改良地盤⑥及び岩盤に生じる接地圧の

最大値が許容限界以下であることを確認する。 

 

 

  

δx(T)

δx (T)

⑦

⑦

防波壁の延長方向
（以下「法線方向」という。）

法線直交方向

dz(T)：④－④断面・⑦－⑦断面の
変位量の大きい方を採用

δz(T)：④－④断面・⑦－⑦断面の

変位量の大きい方を採用 
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（2）３次元構造解析 

a. 解析方法 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，３次元構造解析によりケーソン及

び放水路ケーソンの構造部材の健全性評価を行う。 

津波時にケーソン及び放水路ケーソンに発生する応力値は，「3.3 荷重及び

荷重の組合せ」に基づく荷重を作用させて３次元構造解析により算定する。衝突

荷重は入力津波高さ EL 11.9m に余裕を考慮した津波高さ EL 12.6m に作用させ

る。 

３次元構造解析に用いる解析コードは，「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を使用し，解

析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

b. 施設 

(a) ②－②断面及び④－④断面 

ケーソンは線形シェル要素でモデル化する。 

(b) ③－③断面 

放水路ケーソンは線形ソリッド要素でモデル化する。 

c. 解析モデル 

防波壁（波返重力擁壁）の３次元構造解析における解析モデルを図 3－21～図

3－23 に示す。 

(a) 構造物のモデル化 

②－②断面及び④－④断面の３次元構造解析モデルにおいて，ケーソンの壁

は線形シェル要素でモデル化し，その他は線形ソリッド要素でモデル化する。 

③－③断面の３次元構造解析モデルにおいて，放水路ケーソン及び重力擁壁

は線形ソリッド要素でモデル化する。 

(b) 地盤ばね 

３次元構造解析モデルのうち，ケーソン及び放水路ケーソンの底面には地盤

抵抗を表現するため，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき地盤ばねを設置する。 
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図 3－21 ３次元構造解析モデル（②－②断面） 

  

モデル全体図（陸側） モデル全体図（海側）

中詰材改良体

（銅水砕スラグ）

ケーソン

中詰コンクリート

中詰材改良体

（銅水砕スラグ）

ケーソン

中詰コンクリート

ケーソンのモデル図（海側）＊ケーソンのモデル図（陸側）＊

注記＊：重力擁壁及び蓋コンクリートを非表示
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図 3－22 ３次元構造解析モデル（③－③断面） 
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図 3－23 ３次元構造解析モデル（④－④断面） 

 

 

  

モデル全体図（陸側） モデル全体図（海側）

中詰材改良体（砂）

14.5mケーソン

海

陸

14.5m

中詰材改良体（砂）

ケーソン

陸

海

ケーソンのモデル図（海側）＊ケーソンのモデル図（陸側）＊

注記＊：重力擁壁及び蓋コンクリートを非表示



 

56 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

d. 使用材料及び材料の物性値 

ケーソンの使用材料を表 3－18 に，材料の物性値を表 3－19 に示す。重力擁壁

の使用材料は，「(1) ２次元有限要素法」に示したものを用いる。 

 

表 3－18 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3－19 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

コンクリート 24.0* 2.5×104* 0.2* 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制

定） 

 

e. 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の津波時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮

が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

(a) ケーソン 

イ ②－②断面及び④－④断面 

②－②断面及び④－④断面のケーソンの評価は，曲げモーメント及び軸力よ

り算定される曲げ圧縮応力度，曲げ引張応力度並びにせん断力より算定される

せん断応力度が許容限界以下であることを確認する。 

応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，解析コ

ードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 

ロ ③－③断面 

③－③断面のケーソンの評価は，３次元構造解析に基づいて算定した圧縮応

力度，引張応力度及びせん断応力度が許容限界以下であることを確認する。  
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3.5.2 重畳時 

（1）２次元有限要素法 

a. 解析方法 

重畳時に発生する応力値及び変位は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づ

く荷重を作用させて２次元静的有限要素法及び２次元動的有限要素法により算

定する。 

重畳時の評価は，②－②断面，③－③断面及び④－④断面を対象とする。 

２次元静的有限要素法及び２次元動的有限要素法に用いる解析コードは，「Ｆ

ＬＩＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

b. 施設 

施設のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

c. 減衰定数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 

d. 解析ケース 

重畳時においては，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算

書」に基づき，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して，ケース①（基本ケース）を

実施する。 

e. 入力地震動 

入力地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄについて，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁

（波返重力擁壁）の地震応答計算書」に基づき設定する。 

f. 解析モデル 

(a) 解析領域 

解析領域については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

(b) 境界条件 

境界条件については，２次元静的有限要素法では底面固定及び水平固定とし，

２次元動的有限要素法では半無限地盤を模擬するため，粘性境界を設ける。 

(c) 構造物のモデル化 

構造物のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

(d) 地盤のモデル化 

地盤のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

(e) 海水のモデル化 

海水のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

(f) ジョイント要素の設定 

ジョイント要素の設定については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 
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g. 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

h. 地盤の物性値 

地盤の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

i. 地下水位 

地下水位については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

j. 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の重畳時の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮

が必要な施設の強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

(a) 重力擁壁 

イ 曲げ照査 

重力擁壁の曲げ照査については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

ロ せん断照査 

重力擁壁のせん断照査については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

(b) ＭＭＲ 

ＭＭＲの評価については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

(c) 改良地盤⑥ 

改良地盤⑥の評価については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

  



 

59 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

(d) 止水目地 

止水目地の重畳時の変形性評価は，重畳時の変位量が許容限界以下であるこ

とを確認する。 

x 方向（法線直交方向）及び z 方向（深度方向）の変位量は，図 3－24 に示

すとおり，防波壁（波返重力擁壁）天端における重畳時の相対変位量とし，保

守的に最大の相対変位量を２倍したものを算定する。 

y 方向（法線方向）の変位量は，余震荷重のみによって生じるが，余震荷重

は地震荷重に包絡されることから，保守的に地震時の y 方向（法線方向）の相

対変位量を考慮する。 

 

x 方向（法線直交方向）の重畳時の変位量 δx：δx＝|δx(T)|×2 

 

y 方向（法線方向）の地震時の変位量   δy：δy＝|δy(T)| 

 

z 方向（深度方向）の重畳時の変位量   δz：δz＝|δz(T)|×2 

 

ここで， 

δx(T)：x 方向（法線直交方向）の重畳時の最大相対変位量 

δy(T)：y 方向（法線方向）の地震時の最大相対変位量 

δz(T)：z 方向（深度方向）の重畳時の最大相対変位量 

 

最大変位量δ：δ = √δ
x

2
＋δ

y

2
＋δ

z

2
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図 3－24 地震時の変位の概念図 

 

(e) 基礎地盤 

基礎地盤の評価については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

  

④

δx(T)

δx(T)

δy(T)

④

⑦

⑦

法線直交方向

防波壁の延長方向
（以下「法線方向」という。）

δz(T)：④－④断面・⑦－⑦断面の

変位量の大きい方を採用 
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(2) ３次元構造解析  

a. 解析方法 

重畳時に発生する応答値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を作

用させて３次元構造解析により算定する。 

３次元構造解析に用いる解析コードは，「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を使用し，解

析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，部材の評価

が厳しくなる時刻を地震応答解析の結果から選定する。 

b. 施設 

施設のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

c. 解析モデル及び諸元 

(a) 構造物のモデル化 

解析モデル及び構造物のモデル化については，「3.5.1 津波時」と同様とす

る。 

(b) 地盤ばね 

地盤ばねについては，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

d. 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「3.5.1 津波時」と同様とする。 

e. 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の重畳時の強度評価は，「3.5.1 津波時」と同様とす

る。 
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4. 評価条件 

「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

4.1 津波時 

表 4－1(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 3237 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 133.542 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 430 kN/m 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 

 

表 4－1(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 1967 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 133.542 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 450 kN/m 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 

 

 

 

 

  



 

63 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

表 4－1(3) 強度評価に用いる条件（④－④断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 491 kN 

固定荷重（ケーソン） 3542 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 133.542 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 430 kN/m 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 

 

表 4－1(4) 強度評価に用いる条件（⑤－⑤断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 固定荷重（重力擁壁） 383 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 7.5m） 77.265 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 810 kN/m 

Ｐk 風荷重 1.764 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 
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4.2 重畳時 

表 4－2(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 3237 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 47.995 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 

 

表 4－2(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 1967 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 47.995 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 
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表 4－2(3) 強度評価に用いる条件（④－④断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 491 kN 

固定荷重（ケーソン） 3542 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 47.995 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 t/m3 
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5. 評価結果 

5.1 津波時 

5.1.1 重力擁壁 

（1） 曲げ照査 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，重力擁壁の曲げ・

軸力系の破壊に対する照査を行った。 

重力擁壁の曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－1 及び表 5－2 に示す。 

この結果から，重力擁壁における発生応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 
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表 5－1(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

5200 793 3.3 13.5 0.25 

 

表 5－1(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

5182 846 3.1 13.5 0.24 

 

表 5－1(3) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

3113 666 2.5 13.5 0.19 

 

表 5－1(4) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（⑤－⑤断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

4066 707 3.6 13.5 0.27 
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表 5－2(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

5200 793 123.2 294 0.42 

 

表 5－2(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

5182 846 105.9 294 0.36 

 

表 5－2(3) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

3113 666 89.2 294 0.31 

 

表 5－2(4) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

4066 707 135.7 294 0.47 
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（2） せん断照査 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，重力擁壁のせん

断破壊に対する照査を行った。 

重力擁壁のせん断破壊に対する照査結果を表 5－3 に示す。 

この結果から，重力擁壁における発生応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 5－3(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1232 0.41 0.64 0.64 

 

表 5－3(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1218 0.40 0.64 0.64 

 

表 5－3(3) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1060 0.37 0.67 0.56 

 

表 5－3(4) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1128 0.42 0.67 0.63 
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5.1.2 ケーソン 

（1） ②－②断面及び④－④断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，前壁，

後壁，側壁，隔壁，底版及びフーチングとした。評価対象位置図を図 5－1 に示す。 

 

  

図 5－1(1) 評価対象位置図（②－②断面） 

 

  

図 5－1(2) 評価対象位置図（④－④断面） 
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a. 曲げ照査 

ケーソンの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－4 及び表 5－5 に示

す。 

この結果から，ケーソンに発生する応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 

  



 

72 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

表 5－4(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 53 56 1.2 13.5 0.09 

フーチング 37 11 0.3 13.5 0.03 

前壁 4 6 0.2 13.5 0.02 

後壁 2 780 1.5 13.5 0.12 

側壁① 12 634 1.5 13.5 0.12 

側壁② 12 634 1.5 13.5 0.12 

隔壁① 1 23 0.5 13.5 0.04 

隔壁② 1 8 0.6 13.5 0.05 

隔壁③ 0 264 0.9 13.5 0.07 

隔壁④ 0 365 1.3 13.5 0.10 

隔壁⑤ 0 371 1.3 13.5 0.10 

隔壁⑥ 0 365 1.3 13.5 0.10 

 

表 5－4(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 47 40 0.7 13.5 0.06 

前壁 13 20 0.4 13.5 0.03 

後壁 0 601 1.2 13.5 0.10 

側壁① 17 453 1.3 13.5 0.10 

側壁② 17 453 1.3 13.5 0.10 

隔壁① 0 161 0.6 13.5 0.05 

隔壁② 1 229 0.9 13.5 0.07 

隔壁③ 0 314 1.0 13.5 0.08 

隔壁④ 0 322 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 314 1.0 13.5 0.08 

 

  



 

73 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

表 5－5(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 53 56 85.5 294 0.30 

フーチング 51 107 39.7 294 0.14 

前壁 2 184 63.3 294 0.22 

後壁 4 110 36.3 294 0.13 

側壁① 1 169 73.5 294 0.25 

側壁② 1 169 73.5 294 0.25 

隔壁① 0 35 28.0 294 0.10 

隔壁② 0 57 48.6 294 0.17 

隔壁③ 0 72 57.5 294 0.20 

隔壁④ 0 57 23.6 294 0.09 

隔壁⑤ 0 52 21.3 294 0.08 

隔壁⑥ 0 57 23.6 294 0.09 

 

表 5－5(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 47 43 46.7 294 0.16 

前壁 7 93 35.9 294 0.13 

後壁 6 117 41.0 294 0.14 

側壁① 1 29 10.0 294 0.04 

側壁② 1 29 10.0 294 0.04 

隔壁① 0 63 40.7 294 0.14 

隔壁② 0 75 47.1 294 0.17 

隔壁③ 0 4 1.1 294 0.01 

隔壁④ 0 1 0.3 294 0.01 

隔壁⑤ 0 4 1.1 294 0.01 
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b. せん断照査 

ケーソンのせん断破壊に対する照査結果を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

この結果から，ケーソンに発生する応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 
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表 5－6(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 55 0.12 0.67 0.19 

フーチング 61 0.08 0.67 0.12 

前壁 10 0.02 0.67 0.04 

後壁 15 0.04 0.67 0.07 

側壁① 29 0.07 0.67 0.11 

側壁② 29 0.07 0.67 0.11 

隔壁① 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁② 7 0.06 0.67 0.10 

隔壁③ 3 0.03 0.67 0.04 

隔壁④ 3 0.02 0.67 0.04 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 3 0.02 0.67 0.04 

 

表 5－6(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 51 0.11 0.67 0.17 

前壁 23 0.06 0.67 0.09 

後壁 24 0.06 0.67 0.09 

側壁① 17 0.05 0.67 0.07 

側壁② 17 0.05 0.67 0.07 

隔壁① 4 0.03 0.67 0.06 

隔壁② 3 0.03 0.67 0.04 

隔壁③ 2 0.02 0.67 0.04 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.01 

隔壁⑤ 2 0.02 0.67 0.04 
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表 5－7(1) コンクリートせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 46 0.08 1.51 0.06 

フーチング 140 0.14 1.51 0.10 

前壁 15 0.03 1.51 0.02 

後壁 173 0.35 1.99 0.18 

側壁① 159 0.32 1.52 0.21 

側壁② 159 0.32 1.52 0.21 

隔壁① 16 0.06 1.51 0.05 

隔壁② 47 0.19 1.73 0.11 

隔壁③ 77 0.31 1.93 0.16 

隔壁④ 76 0.31 1.56 0.20 

隔壁⑤ 78 0.31 1.57 0.20 

隔壁⑥ 76 0.31 1.56 0.20 

 

表 5－7(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 68 0.11 1.51 0.08 

前壁 27 0.05 1.54 0.04 

後壁 96 0.19 1.89 0.11 

側壁① 83 0.17 1.60 0.11 

側壁② 83 0.17 1.60 0.11 

隔壁① 53 0.21 1.78 0.12 

隔壁② 75 0.30 1.87 0.17 

隔壁③ 42 0.17 1.62 0.11 

隔壁④ 41 0.16 1.62 0.11 

隔壁⑤ 42 0.17 1.62 0.11 
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（2） ③－③断面 

３次元構造解析に基づく，放水路ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，

頂版，底版，側壁及び隔壁とした。評価対象位置図を図 5－2 に示す。 

 

 

図 5－2 評価対象位置図（③－③断面） 

 

a. 構造部材の健全性に対する評価結果 

③－③断面において，放水路ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力

度及びせん断応力度に対する照査を行った。 

コンクリートの圧縮応力度に対する照査結果を表 5－8 に，コンクリートの引

張応力度に対する照査結果を表 5－9 に，コンクリートのせん断応力度に対する

照査結果を表 5－10 及び表 5－11 に示す。 

この結果から，放水路ケーソンにおける発生応力度が，構造部材の健全性に対

する許容限界以下であることを確認した。 

 

  

陸

海 底版②

底版①

側壁①

側壁②

頂版①

頂版②

隔壁
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表 5－8 コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① 2.6 13.5 0.20 

底版② 2.6 13.5 0.20 

側壁① 4.2 13.5 0.32 

側壁② 4.2 13.5 0.32 

隔壁 5.6 13.5 0.42 

頂版① 1.5 13.5 0.12 

頂版② 1.5 13.5 0.12 

 

表 5－9 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 
引張強度 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.50 1.91 0.27 

底版② 0.50 1.91 0.27 

側壁① 0.64 1.91 0.34 

側壁② 0.64 1.91 0.34 

隔壁 1.17 1.91 0.62 

頂版① 0.68 1.91 0.36 

頂版② 0.68 1.91 0.36 
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表 5－10 コンクリートのせん断応力度（面外）に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.41 0.67 0.61＊ 

底版② 0.41 0.67 0.61＊ 

側壁① 0.47 0.67 0.70 

側壁② 0.47 0.67 0.70 

隔壁 0.00 0.67 0.00＊ 

頂版① 0.65 0.67 0.98 

頂版② 0.65 0.67 0.98 

注記＊：応力度の平均化を実施した結果の照査値を示す。 

 

表 5－11 コンクリートのせん断応力度（面内）に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 許容せん断 

応力度 

（面内） 

1(N/mm2) 

照査値 

c/1 
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.53 1.51 0.36 

底版② 0.53 1.51 0.36 

側壁① 0.81 1.51 0.54 

側壁② 0.81 1.51 0.54 

隔壁 0.80 1.51 0.54 

頂版① 0.15 1.51 0.10 

頂版② 0.15 1.51 0.10 
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5.1.3 Ｈ形鋼 

（1）せん断照査 

⑤－⑤断面に設置しているＨ形鋼のせん断破壊に対する照査を行った。 

Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査値を表 5－12 に示す。 

この結果から，Ｈ形鋼に発生する応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－12 Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査における最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

Ｈ(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

Ｈa(N/mm2) 

照査値 

Ｈ/Ｈa 
せん断力 

ＱＨ(kN) 

1128 84.8 157 0.55 

 

5.1.4 ＭＭＲ 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，ＭＭＲのすべり安全率による

評価を行った。 

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 5－13 に，最小すべり安全率となるす

べり線及び局所安全係数分布図を図 5－3 に示す。 

この結果から，ＭＭＲのすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－13(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

70.17 

 

表 5－13(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

最小すべり安全率 

100.00 

 

表 5－13(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

最小すべり安全率 

60.80 
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図 5－3(1) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－3(2) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（③－③断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－3(3) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（④－④断面） 

 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.1.5 改良地盤 

②－②断面において，改良地盤⑥のすべり安全率による評価を行った。 

改良地盤⑥のすべり安全率による評価結果を表 5－14 に，最小すべり安全率とな

るすべり線及び局所安全係数分布図を図 5－4 に示す。 

これらの結果から，改良地盤⑥のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－14 改良地盤⑥のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

25.00 

 

 

図 5－4 改良地盤⑥の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.1.6 止水目地 

止水目地（シートジョイント）の津波時の変位量に対する照査結果を表 5－15 に

示す。 

止水目地（シートジョイント）の変位量に対する照査を行った結果，変位量が許

容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－15 止水目地（シートジョイント）の変位量に対する照査結果（③－③断面） 

方向 
津波時変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：法線直交方向 213 － 

δｚ：深度方向 1 － 

合成方向 

（２方向合成） 
213 1936 

 

5.1.7 基礎地盤 

②－②断面，③－③断面，④－④断面及び⑤－⑤断面において，基礎地盤の支持

性能評価を行った。 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－16～表 5－19 に，支持地盤の接地圧分布図

を図 5－5～図 5－8 に示す。 

この結果から，防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支

持力度以下であることを確認した。 

 

表 5－16(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’a(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’a 

0.9 24.0 0.04 

 

表 5－16(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

0.2 3.0 0.08 

  



 

86 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

表 5－16(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｐu 

0.3 9.8 0.04 

 

表 5－17(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’a(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’a 

0.2 24.0 0.01 

 

表 5－17(2)  基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｄ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｄ 

0.7 9.8 0.07 

 

表 5－18(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’a(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’a 

0.7 24.0 0.03 

 

表 5－18(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｄ 

0.5 9.8 0.05 

 

表 5－19 基礎地盤の支持性能評価結果（⑤－⑤断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｄ 

1.5 9.8 0.16 
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図 5－5(1) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 

 

 

 

図 5－5(2) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 
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図 5－5(3) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 

 

 

図 5－6(1) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 
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図 5－6(2) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，岩盤） 

 

図 5－7(1) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，ＭＭＲ） 
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図 5－7(2) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，岩盤） 

 

 

図 5－8 支持地盤の接地圧分布図（⑤－⑤断面，岩盤） 
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5.2 重畳時 

5.2.1 重力擁壁 

（1） 曲げ照査 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，重力擁壁の曲げ・軸力系の破

壊に対する照査を行った。 

重力擁壁の曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－20 及び表 5－21 に示

す。 

この結果から，重力擁壁における発生応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 5－20(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

2791 965 1.9 13.5 0.15 

 

表 5－20(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（③－③断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

2848 1034 1.9 13.5 0.15 

 

表 5－20(3) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

2495 1083 2.1 13.5 0.16 
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表 5－21(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

2791 965 61.8 294 0.21 

 

表 5－21(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

2848 1034 57.3 294 0.20 

 

表 5－21(3) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

2495 1083 62.5 294 0.22 
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（2） せん断照査 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，重力擁壁のせん断破壊に対す

る照査を行った。 

重力擁壁のせん断破壊に対する照査結果を表 5－22 に示す。 

この結果から，重力擁壁における発生応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 

 

表 5－22(1) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（②－②断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

610 0.20 0.64 0.32 

 

表 5－22(2) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（③－③断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

506 0.17 0.64 0.27 

 

表 5－22(3) コンクリートのせん断破壊に対する照査における最大照査値（④－④断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

461 0.16 0.67 0.24 
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5.2.2 ケーソン 

（1） ②－②断面及び④－④断面 

３次元構造解析に基づく，ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，前壁，

後壁，側壁，隔壁，底版及びフーチングとした。評価対象位置図を図 5－9 に示す。 

 

図 5－9(1) 評価対象位置図（②－②断面） 

 

 

図 5－9(2) 評価対象位置図（④－④断面） 
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a. 曲げ照査 

ケーソンの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5－23 及び表 5－24 に示

す。 

この結果から，ケーソンに発生する応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 
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表 5－23(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 45 48 1.0 13.5 0.08 

フーチング 25 15 0.2 13.5 0.02 

前壁 1 525 1.0 13.5 0.08 

後壁 4 567 1.2 13.5 0.10 

側壁① 15 439 1.2 13.5 0.09 

側壁② 15 439 1.2 13.5 0.09 

隔壁① 3 208 1.0 13.5 0.08 

隔壁② 5 222 1.2 13.5 0.09 

隔壁③ 4 224 1.2 13.5 0.09 

隔壁④ 2 255 1.1 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 290 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑥ 2 255 1.1 13.5 0.08 

 

 

表 5－23(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 73 53 1.4 13.5 0.11 

前壁 8 874 2.0 13.5 0.15 

後壁 28 822 2.2 13.5 0.17 

側壁① 29 787 2.2 13.5 0.17 

側壁② 29 787 2.2 13.5 0.17 

隔壁① 6 396 1.9 13.5 0.14 

隔壁② 5 381 1.8 13.5 0.14 

隔壁③ 2 483 1.8 13.5 0.14 

隔壁④ 0 483 1.6 13.5 0.12 

隔壁⑤ 2 483 1.8 13.5 0.14 
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表 5－24(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 45 48 72.4 294 0.25 

フーチング 3 218 36.9 294 0.13 

前壁 1 78 25.5 294 0.09 

後壁 5 98 33.7 294 0.12 

側壁① 2 63 31.4 294 0.11 

側壁② 2 63 31.4 294 0.11 

隔壁① 0 38 30.6 294 0.11 

隔壁② 0 57 44.8 294 0.16 

隔壁③ 0 63 50.3 294 0.18 

隔壁④ 0 13 5.6 294 0.02 

隔壁⑤ 0 12 5.1 294 0.02 

隔壁⑥ 0 13 5.6 294 0.02 

 

 

表 5－24(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

底版 77 47 72.0 294 0.25 

前壁 0 122 41.1 294 0.14 

後壁 6 147 49.0 294 0.17 

側壁① 2 50 18.1 294 0.07 

側壁② 2 50 18.1 294 0.07 

隔壁① 0 95 58.7 294 0.20 

隔壁② 0 95 58.8 294 0.20 

隔壁③ 0 28 17.9 294 0.07 

隔壁④ 0 33 20.3 294 0.07 

隔壁⑤ 0 28 17.9 294 0.07 
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b. せん断照査 

ケーソンのせん断破壊に対する照査結果を表 5－25 及び表 5－26 に示す。 

この結果から，ケーソンに発生する応力度が許容限界以下であることを確認し

た。 
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表 5－25(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 46 0.10 0.67 0.16 

フーチング 44 0.05 0.67 0.09 

前壁 24 0.07 0.67 0.11 

後壁 40 0.10 0.67 0.15 

側壁① 25 0.06 0.67 0.09 

側壁② 25 0.06 0.67 0.09 

隔壁① 2 0.02 0.67 0.03 

隔壁② 5 0.05 0.67 0.07 

隔壁③ 5 0.04 0.67 0.07 

隔壁④ 2 0.02 0.67 0.04 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 2 0.02 0.67 0.04 

 

表 5－25(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 77 0.17 0.67 0.26 

前壁 36 0.09 0.67 0.14 

後壁 37 0.09 0.67 0.14 

側壁① 26 0.07 0.67 0.10 

側壁② 26 0.07 0.67 0.10 

隔壁① 8 0.07 0.67 0.11 

隔壁② 7 0.06 0.67 0.10 

隔壁③ 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.01 

隔壁⑤ 3 0.03 0.67 0.05 
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表 5－26(1) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 122 0.20 1.51 0.14 

フーチング 128 0.13 1.51 0.09 

前壁 53 0.11 1.84 0.06 

後壁 147 0.29 1.93 0.16 

側壁① 199 0.40 1.80 0.23 

側壁② 199 0.40 1.80 0.23 

隔壁① 40 0.16 1.85 0.09 

隔壁② 63 0.25 1.89 0.14 

隔壁③ 69 0.27 1.89 0.15 

隔壁④ 105 0.42 1.82 0.23 

隔壁⑤ 102 0.41 1.82 0.23 

隔壁⑥ 105 0.42 1.82 0.23 

 

表 5－26(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

底版 162 0.27 1.51 0.18 

前壁 135 0.27 2.09 0.13 

後壁 152 0.30 2.15 0.15 

側壁① 251 0.50 2.00 0.26 

側壁② 251 0.50 2.00 0.26 

隔壁① 106 0.42 2.11 0.21 

隔壁② 110 0.44 2.06 0.22 

隔壁③ 148 0.59 2.02 0.30 

隔壁④ 149 0.60 2.01 0.30 

隔壁⑤ 148 0.59 2.02 0.30 
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（2） ③－③断面 

３次元構造解析に基づく，放水路ケーソンの照査結果を示す。評価対象部材は，

頂版，底版，側壁及び隔壁とした。評価対象位置図を図 5－10 に示す。 

 

 

図 5－10 評価対象位置図（③－③断面） 

 

a. 構造部材の健全性に対する評価結果 

③－③断面において，放水路ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力

度及びせん断応力度に対する照査を行った。 

コンクリートの圧縮応力度に対する照査結果を表 5－27 に，コンクリートの引

張応力度に対する照査結果を表 5－28 に，コンクリートのせん断応力度に対する

照査結果を表 5－29 及び表 5－30 に示す。 

この結果から，放水路ケーソンにおける発生応力度が，構造部材の健全性に対

する許容限界以下であることを確認した。  

陸

海 底版②

底版①

側壁①

側壁②

頂版①

頂版②

隔壁
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表 5－27 ケーソンの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① 2.0 13.5 0.15 

底版② 2.0 13.5 0.15 

側壁① 3.4 13.5 0.26 

側壁② 3.4 13.5 0.26 

隔壁 4.6 13.5 0.34 

頂版① 1.4 13.5 0.11 

頂版② 1.4 13.5 0.11 

 

表 5－28 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
引張強度 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.47 1.91 0.25 

底版② 0.47 1.91 0.25 

側壁① 0.57 1.91 0.30 

側壁② 0.57 1.91 0.30 

隔壁 1.13 1.91 0.60 

頂版① 0.67 1.91 0.35 

頂版② 0.67 1.91 0.35 
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表 5－29 コンクリートのせん断応力度（面外）に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
せん断強度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/ a1 
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.34 0.67 0.51＊ 

底版② 0.34 0.67 0.51＊
 

側壁① 0.43 0.67 0.65 

側壁② 0.43 0.67 0.65 

隔壁 0.00 0.67 0.00＊ 

頂版① 0.61 0.67 0.91 

頂版② 0.61 0.67 0.91 

注記＊：応力度の平均化を実施した結果の照査値を示す。 

 

表 5－30 コンクリートのせん断応力度（面内）に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
せん断強度 

1(N/mm2) 

照査値 

c/1 
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.33 1.51 0.22 

底版② 0.33 1.51 0.22 

側壁① 0.55 1.51 0.37 

側壁② 0.55 1.51 0.37 

隔壁 0.56 1.51 0.38 

頂版① 0.24 1.51 0.16 

頂版② 0.24 1.51 0.16 
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5.2.3 ＭＭＲ 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，ＭＭＲのすべり安全率による

評価を行った。 

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 5－31 に，最小すべり安全率となる時

刻における局所安全係数分布図を図 5－11 に示す。 

これらの結果から，ＭＭＲのすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－31(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

地震動 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｄ－Ｄ 

（＋＋） 
34.13 15.86 

 

表 5－31(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

地震動 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｄ－Ｄ 

（＋＋） 
28.08 17.07 

 

表 5－31(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

地震動 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｄ－Ｄ 

（＋＋） 
35.00 13.73 
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図 5－11(1) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面，Ｓｄ－Ｄ(＋＋)，t＝34.13s） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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図 5－11(2) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（③－③断面，Ｓｄ－Ｄ(＋＋)，t＝28.08s） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる
すべり線
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図 5－11(3) ＭＭＲの最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（④－④断面，Ｓｄ－Ｄ(＋＋)，t＝35.00s） 

 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.2.4 改良地盤 

②－②断面において，改良地盤⑥のすべり安全率による評価を行った。 

改良地盤⑥のすべり安全率による評価結果を表 5－32 に，最小すべり安全率とな

る時刻における局所安全係数分布図を図 5－12 に示す。これらの結果から，改良地

盤⑥のすべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

 

表 5－32 改良地盤⑥のすべり安全率評価結果（②－②断面） 

地震動 発生時刻（ｓ） 最小すべり安全率 

Ｓｄ－Ｄ 

（＋＋） 
28.38 3.40 

 

 

図 5－12 改良地盤⑥の最小すべり安全率となるすべり線及び局所安全係数分布図 

（②－②断面，Ｓｄ－Ｄ(＋＋)，t＝28.38s） 

  

引張強度に達した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

局所安全係数 fs

最小すべり安全率となる

すべり線
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5.2.5 止水目地 

④－④断面における止水目地（シートジョイント）の重畳時の変位量に対する照

査結果を表 5－33 に示す。 

止水目地（シートジョイント）の変位量に対する照査を行った結果，変位量が許

容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－33 止水目地（シートジョイント）の変位量に対する照査結果（④－④断面） 

方向 
重畳時変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：法線直交方向 134 － 

δｙ：法線方向 58＊ － 

δｚ：深度方向 1 － 

合成方向 

（３方向合成） 
146 1936 

注記＊：法線方向の変位が最大となる基準地震動Ｓｓにおける 

⑦－⑦断面の天端の最大変位量 
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5.2.6 基礎地盤 

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，基礎地盤の支持性能評価を行

った。 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 5－34～表 5－36 に，支持地盤の接地圧分布図

を図 5－13～図 5－15 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であるこ

とを確認した。 
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表 5－34(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’a(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’a 

1.2 24.0 0.06 

 

表 5－34(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

1.5 3.0 0.49 

 

表 5－34(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

0.9 9.8 0.09 

 

表 5－35(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’a(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’a 

0.5 24.0 0.03 

 

表 5－35(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

1.1 9.8 0.11 

 

表 5－36(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’a(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’a 

1.5 24.0 0.07 

 

表 5－36(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

1.3 9.8 0.14 
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図 5－13(1) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 

 

 

図 5－13(2) 支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 
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図 5－13(3)  支持地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 

 

 

図 5－14(1) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 
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図 5－14(2) 支持地盤の接地圧分布図（③－③断面，岩盤） 

 

 

図 5－15(1) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，ＭＭＲ） 
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図 5－15(2) 支持地盤の接地圧分布図（④－④断面，岩盤） 
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6. 漂流物対策工 

6.1 概要 

津波防護施設である防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工（鉄筋コンクリ

ート版）の強度計算について，Ⅵ-3-別添 3-l「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

基本方針」に示すとおり，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）が構造健全性を保持す

ることを確認する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に要求される機能の維持を確認するにあたって

は，浸水津波荷重，衝突荷重，風荷重及び積雪荷重に対する構造部材の健全性評価を行

う。 
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6.2 基本方針 

6.2.1 位置 

防波壁に設置する漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の位置を図 6－1 に，防波壁

（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造区分を図 6－

2，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造区分一覧を表 6－1 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）には漂流物対策工⑥，漂流物対策工⑦及び漂流物対策工⑧を

設置する。 

 

 

図 6－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の位置図 

  

輪 谷 湾

Ｎ

輪 谷 湾

波返重力擁壁
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図 6－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造区分図 

 

表 6－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造区分一覧 

名称 種別 設置箇所 

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 

防波壁（波返重力擁壁） 

重力擁壁 

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 

防波壁（波返重力擁壁） 

重力擁壁 

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 

防波壁（波返重力擁壁） 

ケーソン 

 

 

  

輪 谷 湾

Ｎ
漂流物対策工⑦

漂流物対策工⑥ ⑧

漂流物対策工③ ④ ⑤ ⑨ 漂流物対策工①

漂流物対策工②

漂流物対策工⑥
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6.2.2 構造概要 

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造

概要図を図 6－3 に，概略配筋図を図 6－4 に，アンカーボルト配置図を図 6－5 に

示す。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，厚さ 50cm の鉄筋コンクリート版で構

成される構造とし，アンカーボルトにより防波壁（波返重力擁壁）に支持される構

造とする。 
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（正面図） 

 

 

（標準断面図） 

 

図 6－3(1) 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（正面図） 

 

（標準断面図） 

図 6－3(2) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要図 
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（正面図） 

 

 

（断面図） 

 

図 6－4(1) 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の概略配筋図 
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（正面図） 

 

 

（断面図） 

図 6－4(2) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の概略配筋図 
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（正面図） 

 

 

（断面図） 

 

図 6－5(1) 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）のアンカーボルト配置図  
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（正面図） 

 

（断面図） 

図 6－5(2) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）のアンカーボルト配置図  
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6.2.3 評価方針 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，津波防護施設である防波壁（波返重力

擁壁）に設置し，漂流物衝突荷重を分散して防波壁（波返重力擁壁）に伝達し，防

波壁（波返重力擁壁）の局所的な損傷を防止する機能を有することから，Ｓクラス

施設である津波防護施設に分類される。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の各部位の役割及び性能目標を表 6－2 及

び表 6－3 に示す。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度評価は，表 6－4 に示すとおり，津

波時の荷重に対して，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を構成する鉄筋コンク

リート版がおおむね弾性状態にとどまることを確認する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度評価フローを図 6－6 に示す。 

 

 

表 6－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

鉄筋コンクリート版 

・役割に期待しない（防波壁

（波返重力擁壁）の解析

モデルに重量として考慮

し，防波壁（波返重力擁

壁）への影響を考慮 す

る）。 

・漂流物衝突荷重を分散し

て防波壁（波返重力擁壁）

に伝達する。 

・漂流物衝突荷重による防

波壁（波返重力擁壁）の局

所的な損傷を防止する。 

アンカーボルト 
・鉄筋コンクリート版を支

持する。 

・鉄筋コンクリート版を支

持する。 

 

表 6－3 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

耐震性 耐津波性 

施
設 

鉄筋コンクリート版 － 

漂流物衝突荷重を分散して

防波壁（波返重力擁壁）に伝

達するために，鉄筋コンク

リート版がおおむね弾性状

態にとどまること。 

アンカーボルト 

鉄筋コンクリート版が防波

壁（波返重力擁壁）から分離

しないために，アンカーボ

ルトがおおむね弾性状態に

とどまること。 

鉄筋コンクリート版が防波

壁（波返重力擁壁）から分

離しないために，アンカー

ボルトがおおむね弾性状態

にとどまること。 
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表 6－4 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価項目（強度評価） 

評価方針 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

鉄筋コンクリート版 

発生する応力（押抜きせん

断力）が許容限界以下であ

ことを確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（アンカーボ

ルトの引張力，せん断力）が

許容限界以下であることを

確認 

短期許容応力度 

 

 

 

 

図 6－6 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度評価フロー 

 

  

評価対象部位の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

荷重の算定

許容限界の設定

評価方法の設定

評価条件の設定

強度評価

強度計算結果の確認



 

128 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
3-
2-
1-
1 
R0
 

6.2.4 記号の説明 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる記号を表 6－5 に示す。 

 

表 6－5 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐｔ kN 浸水津波荷重 

Ｐｃ kN 衝突荷重 

Ｐｋ kN 風荷重 

ＫＳｄ kN 余震荷重 

ρ ｔ/m3 海水の密度 

ｇ  m/s2 重力加速度 

Ｈｄ m 水深 

τｐ kN/mm2 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

Ｐｄｃ kN 鉄筋コンクリート版に作用する荷重 

Ｕｐ ｍ 設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置） 

ｄ ｍ 鉄筋コンクリート版の有効高さ 
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6.3 評価対象部位 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価対象部位は，「6.2.2 構造概要」に設定し

ている構造を踏まえて，津波時荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，鉄筋コンクリート

版とする。 

評価対象部位を図 6－7 に示す。 

 

 

図 6－7 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価対象部位 

  

防波壁
（波返重力擁壁）

アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

(単位：mm)

▽EL 15000

▽EL 6500
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6.4 強度計算 

6.4.1 強度計算方法 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界を踏まえて，「6.3 評価対象部位」にて設定する評価対象部位に作用

する応力が「6.4.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確認する。 

 

6.4.2 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重 

a. 固定荷重（Ｇ) 

固定荷重として，漂流対策工（鉄筋コンクリート版）を構成する部材の自重を

考慮する。 

b. 遡上津波荷重（Ｐｔ） 

敷地高以上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを

考慮し，津波の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深

の３倍で作用する水圧として算定する。 

敷地高以深については，「防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾

局，平成 27 年 12 月一部改訂）」に基づき，谷本式により，各施設の設置位置に

おける設置高さを考慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の

波圧作用高さは入射津波高さの３倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに

相当する静水圧の 2.2 倍として算定する。 

c. 衝突荷重（Ｐｃ） 

浸水防護施設の機能に対する影響評価により選定された漂流物として船舶（総

トン数 19 トン）による衝突荷重が局所的に作用するものとし，漂流物対策工（鉄

筋コンクリート版）の強度計算に用いる衝突荷重を表 6－6 に示す。 

 

表 6－6 強度計算に用いる衝突荷重 

 

 

 

 

 

  

衝突荷重（kN） 

1200 
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d. 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重は，平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の

基準風速 30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準

法及び建設省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算

出する。 

 

(2) 荷重の組合せ 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる荷重の組合せを以下に

示し，荷重の作用図を図 6－8 に示す。 

a. 津波時 

Ｇ＋Ｐｔ＋Ｐｃ＋Ｐｋ 

 

ここで， 

Ｇ  ：固定荷重（kN） 

Ｐｔ：浸水津波荷重（kN） 

Ｐｃ：漂流物衝突荷重（kN） 

Ｐｋ：風荷重（kN） 

 

 

図 6－8 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の荷重作用図 

 

  

遡上津波荷重

衝突荷重

←海側 陸側→
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6.4.3 許容限界 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への

配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき設定する。 

(1) 使用材料 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の使用材料を表 6－7 に，材料の物性値を

表 6－8 に示す。 

 

表 6－7 使用材料 

諸元 

アンカーボルト SD345 

鉄筋 SD345 

コンクリート 設計基準強度：24N/mm2 

 

表 6－8 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

鉄筋コンクリート 24.0* 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編](（社）土木学会，2002 年制定） 

 

(2) 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の許容限界は，「コンクリート標準示方書

[構造性能照査編](（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 6－8 の値とする。 

 

表 6－9 鉄筋コンクリート版の許容限界 

評価対象部位 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 
押抜きせん断応力度 0.9 1.35 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（（社）土木学会，2002 年制定）」より許容応力度に対して 1.5 

倍の割増を考慮する。 
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6.4.4 評価方法 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を構成する各部材に発生する応力が，許容

限界以下であることを確認する。 

 

(1) 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の押抜きせん断に対する強度計算を実施す

る。漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）のモデル図を図 6－9 に示す。 

 

 

図 6－9 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）のモデル図 

 

ａ． 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜きせん断力 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

ここで，τｐ：漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜きせん断

力（kN/mm2） 

Ｐｄｃ：漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する荷重(kN) 

Ｕｐ：設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置で算定）（m） 

ｄ：漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の有効高さ(m) 

 

 

漂流物衝突荷重

漂流物対策工

評価位置

d/2

τp
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6.4.5 評価条件 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる入力値を表 6－10 に示

す。 

 

表 6－10 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する 

押抜きせん断力の強度計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｄｃ kN 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する荷重 1336 

Ｐｋ kN/m2 風荷重 2.0 

Ｕｐ m 設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置） 5.57 

ｄ m 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の有効高さ 0.5 

 

6.4.6 評価結果 

(1) 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算結果を表 6－11 に示す。漂流物

対策工（鉄筋コンクリート版）の発生力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 6－11 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造強度計算結果 

評価対象部位 
発生値 

（N/mm2） 

許容限界

（N/mm2） 
照査値 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリート版） 
押抜きせん断 0.71＊ 1.35 0.53 

 




